

























































2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度
全体の達成率 114.8％ 90.6％ 83.1％ 91.3％ 94.8％ 48.8％ 25.3％
パーソナル・バンクの達成率 127.3％ 101.5％ 92.3％ 101.4％ 94.6％ 55.8％ 25.8％














































（3） 例えば，2016年度の営業推進項目では，パーソナル・バンクの収益不動産ローンの目標値は 89,310 百万円







































































































　ちなみに，2010 年以降に幹部行員に登用された 165 人のうち，パーソナル・バンク経
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8.4　キックバックの授受
　行員に対するアンケート調査では，チャネルからキックバックを受けていた可能性のあ











































































された」。複数のOBはそう口をそろえる」（朝日新聞 2019 年 3 月 16 日朝刊記事「スルガファミリー下　「夢
前案内人」，現実は」）。
―112―


























（12）「元取締役の供述によれば，2016 年 3 月，融資していた医師が自己破産した際，最後は無担保で貸付をして
いたため，喜之助氏に対し，「こういうやり方はまずい。」と伝えたところ，喜之助氏もまずいと思っている
















































































　2015 年 2 月にはスマートライフに対する内部告発が行われ，同 4月から審査部がシェ
アハウスの物件調査を開始した。その結果，入居状況の確認が困難であること及び入居率
がかなり低いと推定されること（18）などの問題点が認識された。前述（7.4 参照）のとおり
2015 年 5 月に審査第二部長がシェアハウスローンの稟議に異議を唱え，シェアハウス会
議の開催に至ったのも，こうした認識を踏まえての行動と思量される。
　ちなみに，内部告発を受けてスマートライフやそのダミー会社が取引禁止とされたが，
（17）大地（2016）の 79 頁の図解によれば，スマートライフのシェアハウスは 2階建で，各階に個室 7室（各 4.4 畳）
と，共用部分として炊事室 1箇所・トイレ 1箇所・シャワー室 2箇所が設置されている。このように間取り
が非常に特殊であるため，シェアハウス事業が成功しなかった場合，建物を他の用途に転用することは困難
である。










































　融資額 1億円以上の案件について営業側と審査側が意見交換をする SSP 会議にも麻生
氏は毎回出席し，「SSP 会議ではパワハラで恫喝が当たり前」（第三者委員会報告書 174 頁）
という振る舞いで，審査担当者に圧力をかける場に変質させていた（19）。さらに営業担当
―116―























　2013 年 4 月時点の審査第二部の体制は計 8人，そのうち麻生氏の直属部下だった経歴
を有する者は 1人，パーソナル・バンクの勤務歴を有する者は 4人であった（重複あり。
次も同じ）。しかし 2018 年 4 月には，計 14 人のうち前者が 7人，後者が 13 人に増加して
いた。こうした経歴の人物が，営業側に対して及び腰になりがちなことは言うまでもない。
　人事介入の中でも特に重大な事案が，2014 年 5 月の審査第二部長の交代である。当時，
審査第二部長は 2人配置され，1人はスルガ平本部（静岡県長泉町所在）に所在し，もう
1人が東京本部でパーソナル・バンクの審査を担当していたが，この 2人の勤務地を入れ




























　柳沢氏は，2013 年 4 月から執行役員（後に執行役員常務）・審査部長を務め，2017 年 4
月からは常務取締役として審査部を管掌した。同氏は，以下のとおり収益不動産ローン等
の問題点を認識していた。
　・柳沢氏は，2013 年以降，偽装に関する 30 件以上の外部通報の報告を受けていた。














　・柳沢氏は，2016 年 3 月に FACTAオンラインに記事「「かぼちゃの馬車」スマートラ
イフの裏側」が掲載されたことを認識していた。



































　信用リスク委員会では，2016 年 1 月にシェアハウスの入居状況を外観から確認するの
は困難と柳沢審査部長が報告したにもかかわらず，その後に特段の調査を行った形跡はな
い。2017 年 4 月には同委員会でサクト問題が取り上げられたが，「サクトの破綻は募集能
力がなかったことや販売不振によるもので，サクト固有の事情である」との麻生氏の一方
的な説明によって議論が封じられた。信用リスク委員会が初めて営業側に抵抗したのは







































































かったはずである。しかし，第三者委員会報告書によれば，2014 年から 2017 年にかけて
の監査担当者の誰一人として，シェアハウスローンの不審点を認識するどころか，シェア



















































た件は，審査部管掌取締役やコンプライアンス管掌取締役に報告され，2015 年 1 月の経営会議でも審議され
たが，団体信用生命保険の手続きの改訂という弥縫的対策にとどまった。
―122―


































































いて」（2019 年 5 月 15 日）には，「ヘルプラインの実効性を高めるために，事前の所属長
4 4 4 4 4 4
等への相談を不要とするコンプライアンス規程の改訂を行ないました




















































































月 27 日）』（以下，「ファミリー企業報告書①」）と監査役責任調査委員会の『調査報告書（公表版）（2018 年
















有株式の比率は，2018 年 3 月末時点でそれぞれ 5.48%，2.91%，4.74% であった（30）。また，
岡野（弟）氏管理下のB1社と B2 社もかつて株主であったが，後述（10.4 参照）のとお










術館（F2美術館）及び IZUPHOTOMUSEUM（F3 美術館））と 3軒の飲食店が設けられ，
B1社・B2 社・B3 社がこれらを運営していた。
10.2　ファミリー企業に対する巨額融資
　2002 年 3 月末の時点で，ファミリー企業 12 社に対し，スルガ銀行は総額 1,208 億円を






























企業向け融資を減額するように指導を受けたとされる（35）。2018 年 3 月末時点における融
資額は 488 億円に減少したが，この時点でも 159 億円が他のファミリー企業に転貸され，
さらに創業家個人に対しても約 69 億円の貸付が行われていた。その内訳は，岡野（弟）














ているが，B1社・B2 社・B3 社は，遅くとも 2007 年には債務者区分が「要注意先」又は「破綻懸念先」と
されていた。
（35）「岡野家の関連企業（ファミリー企業）は 20 社以上あり，スルガ銀行はこのうち 10 社と融資・取引関係が
ある。ファミリー企業への融資は，一時は 1,200 億円を超えていた。金融庁の検査で，「取引の適正化」を指
摘され，融資残高を減らしてきた。それでも 2018 年 3 月末時点で融資残高は 500 億円弱に上る。スルガ銀




































　2015 年 10 月時点で，B1社（当時の債務者区分は「要注意先」）に対するスルガ銀行の
融資残高は約 88 億 3 千万円であった。同社の 2015 年度前半期の売上高は 2億 7千万円，
営業利益は約 2,400 万円にすぎず，事業収益によって債務を返済する見込みは非常に小さ
かった。スルガ銀行では，B1社の保有する不動産とスルガ銀行株式（171 万株）を担保





時の時価 37 億 8 千万円に担保掛目の 70%を乗じた金額）にとどまり，約 51 億円の担保
不足となっていた。
　2015 年 3 月末時点のB1社の財務は，帳簿上では約 20 億 4 千万円の資産超過であった
が，担保に差し入れた資産以外は，A1社・A2社の株式（簿価約 26 億円）とB3 社に対
する短期貸付金（簿価約 48 億円）が中心であった。B3社（当時の債務者区分は「破綻懸
念先」）は，保有不動産を既に担保に取られており，それ以外の同社の主な資産はファミリー










　スルガ銀行は，2015 年 11 月 10 日の取締役会において，株主還元策として 650 万株の
自己株式を取得することを決議し，翌 11 日に ToSTNeT取引（37）により計 596 万 4 千株を
総額約 143 億 5 千万円（1株 2,407 円）で購入した（38）。この取引にB1社と B2 社（39）が参
加し，B1社は約 41 億 2 千万円の売却収入を得たが，そのうちスルガ銀行が回収したのは
約 18 億 6 千万円にすぎなかった。
　株式売却のために 10 月 30 日に担保を解除した際の稟議書で，回収予定額を担保差入れ




　残額の約 22 億 6 千万円は，B2社の売却代金（100 億円余）とともにファミリー企業








（38）ToSTNeT取引では 1株の値段は前日の終値とされているが，取引の前日（11 月 10 日）にスルガ銀行では，
2015 年 9 月中間期決算で経常利益が前年同期比で 17.6% 増加し，3年連続で最高益を更新した旨を発表した


























寄付期日 寄付金額 購入先 購入対象 資金が融通されたファミリー企業（E社以外）
スルガ銀行に
返済された金額
第 1回 2012/4/26  6 億円 E社 F1 美術館がそれまで賃借していた施設 B1社・B3 社 5.8 億円
第 2回 2014/3/20  6 億円 E社 F2 美術館の美術品等 B2社・B3 社 5.2 億円
第 3回 2014/9/25  6 億円 E社 F2 美術館の美術品等 B2社・B3 社  6 億円
第 4回 2015/3/19  6 億円 E社 F2 美術館の美術品等 B1社・B3 社・D1社  6 億円
第 5回 2015/9/17  6 億円 E社 F2 美術館の美術品等 B1社・B2 社・B3 社・D1社 4.2 億円
第 6回 2016/3/17  6 億円 E社 F2 美術館の美術品等 B1社・B2 社・C2 社・C3 社・D2社 1.4 億円
第 7回 2016/12/20  6 億円 B3 社 F2 美術館の美術品等 B1社・B2 社・B3 社・C3 社・D2社  5 億円
第 8回 2017/6/21 5.6 億円 B1 社・B3 社 F3 美術館の土地建物等 B1社・B3 社 4.5 億円
（ファミリー企業報告書①の情報に基づき筆者作成）
（40）日本経済団体連合会の「2017 年度社会貢献活動実績調査結果」によれば，2012 年度から 2017 年度にかけて
の会員企業の社会貢献活動支出額は平均 4.46 億円～5.97 億円とされ，年間 12 億円という寄付額が異常に高



































（42） 2016 年 11 月に E社が清算されると，B3社や B1 社から直接購入する形に変化した。E社が清算された事情
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的であり，創業家によるスルガ銀行の私物化が甚だしいと言わざるを得ない。
　スルガ銀行の 2019 年 3 月期第 2四半期決算では，ファミリー企業向け融資に対する貸








































































（47）経営会議が危機管理委員会の設置を決めたのは 1月 16 日であり，それから 3週間も取締役会に報告しなかっ
たことになる。
―134―





　2015 年 1 月 16 日の経営会議（7.1.3 参照）で不良チャネルによる資料偽装や銀行側の確
認不備についての議論があり，社内取締役は収益不動産ローンのリスクについて認識を共









　この認識の有無を判定する上で重要なポイントとなるのが，2016 年 5 月のシェアハウ
ス会議（7.4 参照），2016 年 12 月の内部告発（7.5 参照），2017 年 7 月の第 4回サクト会議
（7.6 参照）の 3件である（49）。




　2016 年 12 月の内部告発は，融資関係資料の偽装，空室率の偽装などシェアハウスロー
ンの実態を示す具体的な情報であり，この告発情報を入手した者は，「②不良チャネルに
よる資料の偽装や銀行側の確認不備の多発」の疑いを抱いてしかるべきであった。















































　・2017 年 10 月 19 日の取締役会で，シェアハウス問題について矮小化する説明が行わ
れた際に，第 4回サクト会議で提起された重大問題について担当役員に説明するよう
に求めなかったこと（あるいは自ら説明しなかったこと）
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11.2.2　岡野（弟）副社長












































　望月氏は，2011 年 6 月に専務取締役に就任した後は，一貫して経営管理部を管掌して
おり，CFO（最高財務責任者）も務めていた。
























　岡崎氏は 2017 年 7 月の第 4回サクト会議にも出席し，遅くともこの時点で「③サブリー
（51）「（岡崎氏は，）個々のシェアハウスローンの中身や営業と審査の協議内容についても認識していた。その上，
SSP 会議において配付されていたシェアハウスローンに関する SSP シートには，周辺地域の賃貸物件の相場











　柳沢氏は，2012 年 4 月に執行役員（2015 年 4 月から執行役員常務）・審査部長となり，
2017 年 6 月に審査部管掌の常務取締役に就任した。
　柳沢氏は，2014 年 5 月の資料確認の簡素化に先立ち岡野（弟）氏に確認強化を要請し
ており，かなり早い段階で「②不良チャネルによる資料の偽装や銀行側の確認不備の多発」
を認識していた。また，2016 年 5 月のシェアハウス会議についても報告を受けており，
遅くともこの時点で「③サブリース契約の妥当性に関する重大な疑義」を認識した。
　「①審査部門の機能不全」についても，「（柳沢氏は，）遅くとも 2016 年 9 月頃には，単
に会社全体として営業優位であると認識していたことを超えて，審査が実質的に形骸化し
ていたことを認識していた」（取締役等調査報告書 81 頁）とされる。さらに「④取引禁止

























　八木氏は 2012 年 2 月に取締役に就任し，2015 年 4 月から審査部を管掌していたが，
2017 年 4 月に業務部管掌に転じた。
　八木氏は，2016 年 4 月から 12 月にかけて出口ミーティング 3回分の報告資料を受領し
た上に，同 12 月にはシェアハウスローンの実態を示す内部告発を審査部から入手し，「②
不良チャネルによる資料の偽装や銀行側の確認不備の多発」を認識した。「①審査部門の











　有國取締役は 2016 年 6 月に取締役に昇任し，監査部管掌兼CRO（最高リスク管理責任
者）を務めたが，2017 年 6 月にシステム部管掌に転じた。






























　ちなみに，2018 年 11 月にスルガ銀行は，不正融資事件で多額の損失を招いたとして，
岡野（兄）氏など 9人に対し，連帯して 35 億円を支払うよう求める損害賠償訴訟を提起
した。連帯請求の範囲については，岡野（兄）氏と故岡野（弟）氏がともに 35 億円，米


















































　・2017 年 10 月 31 日の「社内会議」に出席した灰原氏は，条件厳格化方針が覆された
ことを認識したが，それについて監査役会に報告しなかった。








（54）「（この一覧表には，）2008 年頃から 2016 年 8 月 1 日までに不芳情報が提供されたチャネルの会社名・審査部
のコメント等が記載されていた。平成 25 年度は 16 社，平成 26 年度は 24 社，平成 27 年度は 25 社，平成 28
年度（4月 1日～8月 1日）は 5社についての不芳情報が提供されていた」（監査役責任報告書 69 頁）。
―142―
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11.4　社外役員の機能不全
　スルガ銀行の 2018 年 3 月期の社外取締役及び社外監査役（以下，「社外役員」と総称）
の氏名・就任時期・経歴は，以下のとおりである。
〈社外取締役〉
　・成毛眞氏（2000 年 6 月就任）　元マイクロソフト社長，投資コンサルティング企業経
営者
　・安藤佳則氏（2011 年 6 月就任）　事業コンサルティング企業経営者，EPS ホールディ
ングス社外取締役，日本ATM社外取締役
　・大石佳能子氏（2015 年 6 月就任）　医療コンサルティング企業経営者，医療法人総事
務長，江崎グリコ社外取締役，参天製薬社外取締役，資生堂社外取締役
〈社外監査役〉
　・木下潮音（2011 年 6 月就任）　弁護士，東京工業大学副学長
　・島田精一（2012 年 6 月就任）　元三井物産副社長，津田塾大学理事長，公益財団法人
会長



















 ・2017 年 4 月の経営会議では，サクトの破綻原因はシェアハウスではなく，沖縄の不動産投資の失敗である
との説明を受けた。

































































































　産経新聞 2019 年 2 月 14 日朝刊記事「スルガ銀行員　デート商法関与か　改竄書類で




































































　2019 年 5 月，家電量販店大手（業界第 5位）で東証一部上場のノジマがスルガ銀行と









（62）「シェアハウスのスマートデイズ，オーナーへの融資「スルガ銀行以外に約 10 行」」（東京商工リサーチ 2018
年 4 月 16 日記事）。




突出した高収益をあげてきた」とのことである（朝日新聞 2019 年 4 月 9 日朝刊記事「準暴力団側に融資か　
西武信金，金融庁処分検討へ」）。
（66）スルガ銀行 2019 年 10 月 25 日発表資料「創業家ファミリー企業との融資・資本関係の解消に向けた弁済合
意書締結について」
―148―








監査役責任調査委員会（2018a）　『調査報告書（公表版）（2018 年 11 月 14 日）』（監査役
責任報告書）








取締役等責任調査委員会（2018a）　『調査報告書（公表版）（2018 年 11 月 14 日）』（取締
役等責任報告書）
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